
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人国際活動市民中心

1 事業の成果

令和 2年度は、外国人支援のための受託事業を中心に活動 し、在住外国人支援のための事業も継続 し

て行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 158,602 】千円)

(2)そ の他の事業  該当なし (事業費の総費用【 】千円)

定款に記載
された事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

支盗
対象者
人数

事業費
(千 円)

多言語による
相談事業 (1)

在住外国人のための支援
事業を受託 し、多言語で
外 国人相談 に応 じてい
る。

4月 ～

3月
新宿区他 95人

在住外国

人、自治

体等

100
万人

136,274

多言語による
相談事業 (2)

在住外国人等のための
法律、医療等の専門家相
談会を実施 している。

4月 ～

3月
千代田区 20人

在住外国

人等
2万人 888

通訳派遣、
翻訳事業

在住外国人 との
ケーシ ョンで困
うに通訳、翻訳
ている。

コミュニ
らないよ
で支援 し

4月 ～

3月
江東区他 45人

東京都内

自治体、

在住外国

人等

300人 1,047

市民交流
支援事業

在住外国人のための日本
語指導者育成講座の実
施、及びその教材作成

4月 ～

3月

千代田区

他
30人

日本語ボ

ランティ

ア等

600人
20 392

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場 所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 国際活動市民中心

目 金   額 小 計・ 合 計

270,000

464,000

464,000

888,341

888,341

186,460,368

中央共同募金会

雑収入

5 そ

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金

事業関係者等

多言語による相談事業 (1)
多言語による相談事業 (2)
通訳派遣、翻訳事業

162,106,093

11,000

839,420

23,503,855

14,981

14,981

i88.097.

128.517,897

63,865,278
4,434,739

132,546

60,085,334

3,886,346
5,069,595

1,126,413

2,027,778

4,758,905

30,085,067

158.602.964

4,673,718

1,200,000

2,534,719
919,655

19,344

440,000

272,000

445,934
9,777,050

2,504,496

1,513,785

253,135

15,206,400

(2)そ

役員報酬

給料手当

法定福利費
福利厚生費

地代家賃
広告宣伝費
消耗品費
租税公課

業務委託費

減価償却費

雑費 等

給料手当

法定福利費
福利厚生費

旅費交通費
地代家賃
広告宣伝費
消耗品費
通信費
賃借料
システム利用料

業務委託費
雑費 等

19,880,11

178,483,082

A B 9.614.608当 期 経 1

過年度損益修正益

災害損失
固

当 期 経 C

9.614.6(

22.838.212
法人税、

18,618,620

常  収  幕

幕  計

B】 営  書  日

用  計

収  幕  計

D】 営 界 書 用

.書  日  ‖

15_9,1■・_111,

6,917,■

'(
財 き 」目 rぅ _籠、■∩



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 国際活動市民中心

金   額 小 計・ 合 計

1

現金預金
未収金
短期貸付金
前払費用

1 形

工具器具備品

什器備品

2 形

ソフ トウェア

借地権

3
差入保証金

長期貸付金

62,970,803
10,003,200

793,500
2,637,255

76.404.7

3,361,068

108,699

510,000

3.979.767

【A】 資 産 合 計 ①+② 80,384,525

の

未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税等
前受金

2

長期借入金
退職給付引当金

880,359
13,850,414
2,970,500
8,117,300

351,659
35,595,673

61,765,905

61,765,

正

15,921,112
2,697.508

18_618_620

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 80,384,525

科 日



令和 2年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人国際活動市民中心

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)

によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
パソコン・・・・定率法を採用 しています。

無形固定資産

会計ソフ ト・・・定額法を採用 しています。

(3)引 当金の計上基準

該当なし

(・ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

事業部門計 管理部門 合計科 目
多言語による
相談事業 (1)

多言語による
相談事業 (2)

通訳派遣・

翻訳事業
市民交流
支援事業

162,106,093

888,341

11,000 839,420 23,503,855

888,341

186,460,368

270,000

464,000

888,341

186,460,368

14,981

162.106.093 899.341 839.420 23.503,855 187.348,709 748,981 188,097,690

54,584,778

4,157,941

132,546

49,002.194

187,500

643,000 820,000 9,620,140

9,093,000

276,798

63,865,278

4,434,739

132,546

60,085,334

3,734,719

919,655

19,344

67,599,997

5,354,394

151,890

60,085,334

4,673,718 133,191,615107,877,459 830,500 820,000 18,989,938 128,517,897

3,886,346

4,994,885

1,126,413

2,027,778

30,600

4,758,905

3,104,908

3,880,800

1,142,551

5,131,881

89,152

440,000

272,000

445,934

9,777,050

2,504,496

1,513,785
163.983

3,975,498

5,434,885

1,398,413

2,473,712

9,807,650

4,758,905

3,104,908

3,880,800

3,647,047

1,513,785

5,295,864

30,600

4,552,283

3,030,198

3,880,800

1,103,570

4,946,794

57,841

15,964

72,195

39,190

38,981

61,433 123,654

553,618

535,000

39,274

76,586

74,710

57,841 227,763 1,402,842 30,085,067 15,206,400 45,291,46728,396,621

136.274.080 888,341 1,047,763 20,392,780 158,602,964 19,880,118 178,483,082

25,832,013 11,000 △  208,343 3,111,075 28,745,745 △  19,131,137 9,614,608

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Π 経常費用
(1)人件費

給料 。報酬手当

法定福利費

福利厚生費

謝金

人件費計
(2)その他経費

旅費交通費

地代家賃
広告宣伝費

消耗品費

租税公課

通信費

賃借料
システム利用料

業務委託費

減価償却費
雑費 等

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内 容 金額 算定方法
該当な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳 該当なし

役員及びその近親者との取引の内容

該当なし

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

特になし

その他の事業に係る資産の状況

特になし

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

1,130,000 888,341 241,659

1.130,000 888.341 241.659

中央共同募金会助成

談事業オンライン専門

助成金の当期増加額は1,130,000円 です。

活動計算書に計上 した額888,341円 との差額
241,659円 は、前受金として貸借対照表に

負債計上しています。

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

4,864,972

118,580

4,864,972

118,580

1,503,904

9,881

3,361,068

108,699

4,983,552 4,983,552 1,513,785 3,469,767

有形固定資産

器具備品

無形固定資産

ソフ トウェア

投資その他の資産

合計

当期返済 期末残高本斗目 期首残高 当期借入

合計

計算書類に計
上された金額

内役員及び近
親者との取引

科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録

金 額 ′lヽ 計 計

産 の 部

奮 産

現金預金

手元現金

三菱 UFJ銀 行 武蔵境 支店 普通預金

_井住友銀行  阿佐 ヶ谷支店 普通預金

未収金

多言語による相談事業 (1)
通訳派遣、翻訳事業
市民交流支援事業

前払費用

多言語による相談事業 (1)

短期貸付金

いシーネットワークス

72,127

26,266,235

36,632.441

62,970,803

1,973,200

!10,000

7,920,000

2,637,255

10,003,200

2,637,255

793,500

793,500

.産
合計 ① .404,758

2 定 書産

(1)有 形固定資産

li兵 器 具備 品
ノヽ ソコン39台

什器備品

3,361,068

3,361,068

3.361.068

(2)無形固定資産
ソフトウエア

会計ソフ ト

倍地権

108.699

108,699

108.699

(3)投 資その他の資産

差人保証金

多言語 に よる相談 事業 (1)

長期貸付金

510,000

510,000

510,000

産 合計 ②

【A】 資 産 合 計 ①+② 80.384.525

1

2

色 倍 の 部

動負債

未払金

多言語による相談事業 (1)
未払費用

3月 分給与・謝金・その他経費
未払法人税等

未払法人税等

2021年度分会費
中央共同募金会

預り金

源泉徴収税
事業預り金

880,359

13.850.414

880,359

13,850,414

2,970,500

8,117,300

11,087,800

110,000

241.659

2,350,074

33,245,599

351.659

35,595,673

1色 僣 合 計 0
:色 倍

長期借入金

退職給付 引当金

:色 僣 合 計 0

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 61,765,905

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 18,618,620

特定非営利活動法人国際活動市民中心

|



元書類収受日 令和3年 7ル田

差替書類収受日 令和ヨ年り月3611

書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 国際活動市民中心

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

▽]以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

、厖Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期 間

(該 当者のみに記入)

氏   名

1 監 事

クロサワ  タマオ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日黒澤 玉夫

2 監 事
オオクホ

゛
  カス

゛
オ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年大久保 和夫

3

′
´ ~｀

ヽ

理ゝ野ノ 監事
/T" fi 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日阿部 裕

4
/´

~｀
ヽ

ゝ理妻ノ監事

セキ  ソウスケ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日関 聡介

b 監 事
イトウ  スケロウ 令和 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年伊東 祐郎

6 監 事

ニイ |｀ リ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日新居 みどり

7 監 事

シマサ
゛
キ  ユミコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年   月 日

日年 月島崎 弓子

8 監 事

ノヤマ  ヒロシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年野山 広

9 (王ョ)監事
オオタ  サナエ 令和 2年 4月 1日

令 和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日太田 早苗

10 〔≡壼)監事 ヤマニシ  ユウシ
゛ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山西 優



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 国 民中心

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□

ゴ
以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

111

マンナミ  エリ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年   月 日

日年 月萬浪 絵里

12
″

´~｀
ヽ

、理勇ノ 監事
アオヤキ

゛
  リツコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日青柳  りつ子

13

′
´~｀

ヽ

ゝ理爵ノ 監事
カメイ  レイコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年亀井 玲子

14( 監 事

オオヌキ  チエコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日大貫 智恵子

15
オカ

゛
ワ  コウイチ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小川 浩

16 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

17 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

18 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

19 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

20 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

役 名
どちらかに○

理)監事

/´
~｀

ヽ

理事t監三リ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人_亜璽腱理甕」塾担L_________

氏    名

1
大久保 和夫

2
黒澤 玉夫

3
高木 しのぶ

4
橋本 靖子

5
伊東 祐郎

6
宮坂 義道

7
藤田 琢磨

8
新居 みどり

9
野山 広

10
関 聡介

11
河北 祐子

12 加藤 丈太郎


